
保安規定第６６条 

表６６－１０「発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備」 

６６－１０－１「大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

  （３）工事計画認可申請書 説明書（容量設定根拠） 
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保
安
規
定
 
第
６
６
条
 
条
文

 
記
載
の
説
明

 
備

考
 

 表
６
６
－
１
０
 
発
電
所
外
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
を
抑
制
す
る
た
め
の
設
備
 

 ６
６
－
１
０
－
１
 
大
気
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制
，
航
空
機
燃
料
火
災
へ
の
泡
消
火
 
①
 

 （
１
）
運
転
上
の
制
限
 

項
 
目
 
②
 

運
転
上
の
制
限
 
③
 

原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
 

原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
が
動
作
可
能
で
あ
る
こ
と

※
１
 

 

適
用
さ
れ
る
 

原
子
炉
の
状
態
④
 

設
 
備
 
⑤
 

所
要
数
 
⑥
 

運
 
 
転
 

起
 
 
動
 

高
温
停
止
 

冷
温
停
止
 

燃
料
交
換
 

大
容
量
送
水
車

（
原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
用
）
 

１
台
 

放
水
砲
 

１
台
 

泡
原
液
混
合
装

置
 

１
台
 

泡
原
液
搬
送
車
 

１
台
 

燃
料
補
給
設
備
 

※
２
 

※
１

：
必
要
な
ホ
ー
ス
を
含
む
。

 
※

２
：「

６
６
－
１
２
－
７
 
燃
料
補
給

設
備
」
に
お
い
て
運
転
上
の
制
限
等
を
定
め
る
。

 
 

                

 
①
 
設
置
許
可
基
準
規
則
（
技
術
的
能
力
審
査
基
準
）
第
五
十
四
条
（
１
．
１
１
）

 
設
置
許
可
基
準
規
則
（
技
術
的
能
力
審
査
基
準
）
第
五
十
五
条
（
１
．
１
２
）
が
該
当
す
る
。

 
ま
た
，
技
術
的
能
力
審
査
基
準
１
．
１
３
の
手
順
で
使
用
す
る
。

 
 ②
 
運
転
上
の
制
限
の
対
象
と
な
る
系
統
・
機
器
（
添
付
－
１
）

 
 

③
 
以

下
の

条
文

要
求

が
運
転

段
階

に
お

い
て

も
維

持
で
き

る
よ

う
，

可
搬

型
重

大
事
故

等
対

処
設

備
で

あ

る
原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
が
動
作
可
能
で
あ
る
こ
と
を
運
転
上
の
制
限
と
す
る
。（

保
安
規
定
変
更
に
係

る
基
本
方
針
４
．
３
（
１
））

 
 ・
設
置
許
可
基
準
規
則
（
技
術
的
能
力
審
査
基
準
）
第
五
十
四
条
（
１
．
１
１
）

 
「
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備

(手
順
等

)」
と
し
て
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
か
ら
の

大
量

の
漏
え

い
そ
の

他
の
原
因

に
よ

り
使

用
済
燃

料
プ
ー
ル

の
水

位
が

異
常
に

低
下
し
た

場
合

に
お

い
て
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
内
の
燃
料
集
合
体
の
損
傷
の
進
行
緩
和
，
及
び
臨
界
を
防
止
す
る
た
め
に

必
要
な
設
備
を
設
け
る

(手
順
等
を
定
め
る

)こ
と
。

 
 ・
設
置
許
可
基
準
規
則
（
技
術
的
能
力
審
査
基
準
）
第
五
十
五
条
（
１
．
１
２
）

 
「
工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
を
抑
制
す
る
た
め
の
設
備

(手
順
等

)」
と
し
て
，
炉
心
の
著
し

い
損

傷
及
び

原
子
炉

格
納
容
器

の
破

損
又

は
使
用

済
燃
料
プ

ー
ル

内
の

燃
料
集

合
体
等
の

著
し

い
損

傷
に

至
っ
た

場
合
に

お
い
て
工

場
等

外
へ

の
放
射

性
物
質
の

拡
散

を
抑

制
す
る

た
め
に
必

要
な

設
備

を
設
け
る

(手
順
等
を
定
め
る

)こ
と
。

 
 ・
技
術
的
能
力
審
査
基
準
１
．
１
３

 
「
重
大
事
故
等
の
収
束
に
必
要
と
な
る
水
の
供
給
設
備

(手
順
等

)」
と
し
て
，
設
計
基
準
事
故
の
収
束

に
必

要
な
水

源
と
は

別
に
，
重

大
事

故
等

の
収
束

に
必
要
と

な
る

十
分

な
量
の

水
を
有
す

る
水

源
を

確
保

す
る
こ

と
に
加

え
て
，
設

計
基

準
事

故
対
処

設
備
及
び

重
大

事
故

等
対
処

設
備
に
対

し
て

重
大

事
故

等
の

収
束

に
必

要
と

な
る

十
分

な
量

の
水

を
供

給
す

る
た

め
に

必
要

な
手

順
等

を
定

め
る

こ

と
。

 
 

④
 
原

子
炉

建
屋

放
水

設
備

は
，
炉

心
の

著
し

い
損

傷
及
び

原
子

炉
格

納
容

器
の

破
損
又

は
使

用
済

燃
料

プ

ー
ル

内
の
燃

料
集

合
体
等

の
著

し
い

損
傷

に
よ

り
発
電

所
外

へ
放

射
性

物
質

が
拡
散

す
る

こ
と

の
抑

制

及
び

航
空
機

衝
突

に
よ
る

航
空

機
燃

料
火

災
の

泡
消
火

の
た

め
に

必
要

な
設

備
で
あ

り
，

原
子

炉
格

納

容
器

破
損
に

至
る

可
能
性

の
あ

る
原

子
炉

の
状

態
及
び

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

に
照
射

さ
れ

た
燃

料
を

貯

蔵
し

て
い
る

期
間

に
お
い

て
待

機
が

必
要

な
設

備
で

あ
る
こ

と
か

ら
，

適
用

さ
れ
る

原
子

炉
の

状
態

は

「
運
転
，
起
動
，
高
温
停
止
，
冷
温
停
止
及
び
燃
料
交
換
」
と
す
る
。（

保
安
規
定
変
更
に
係
る
基
本
方

針
４
．
３
（
１
））

 
 

⑤
 
②
に
含
ま
れ
る
設
備

 
 

⑥
 
原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
で
あ
る
大
容
量
送
水
車
（
原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
用
）
，
放
水
砲
，
泡
原
液
混
合

装
置
及
び
泡
原
液
搬
送
車
は
，
１
Ｎ
要
求
設
備
で
あ
り
，
大
気
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制
又
は
航
空

機
燃
料
火
災
へ
の
対
応
に
対
し
て
，
１
セ
ッ
ト
１
台
使
用
す
る
こ
と
か
ら
，
そ
れ
ぞ
れ
１
台
を
所
要
数
と

す
る
。（

保
安
規
定
変
更
に
係
る
基
本
方
針
４
．
３
（
１
），

添
付
－
２
）
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保
安
規
定
 
第
６
６
条
 
条
文

 
記
載
の
説
明

 
備

考
 

 （
２
）
確
認
事
項
 

項
 
目
 ⑦

 
頻
 
度
 

担
 
当
 

１
．
大
容
量
送
水
車
（
原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
用
）
を
起
動
し
，
吐
出

圧
力
　
　
　
 
MP
a[
ga
ge
]以

上
，
流
量
が
　
　
　
ｍ

３
／
ｈ
以
上

で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

１
年
に
１
回
 

タ
ー
ビ
ン
Ｇ
Ｍ
 

２
．
大
容
量
送
水
車
（
原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
用
）
を
起
動
し
，
動
作

可
能
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

３
ヶ
月
に
１
回
 

モ
バ
イ
ル
 

設
備
管
理
Ｇ
Ｍ
 

３
．
放
水
砲
が
使
用
可
能
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

３
ヶ
月
に
１
回
 

モ
バ
イ
ル
 

設
備
管
理
Ｇ
Ｍ
 

４
．
泡
原
液
混
合
装
置
が
使
用
可
能
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

３
ヶ
月
に
１
回
 

モ
バ
イ
ル
 

設
備
管
理
Ｇ
Ｍ
 

５
．
泡
原
液
搬
送
車
が
使
用
可
能
で
あ
る
こ
と
及
び
泡
消
火
薬
剤
の
備

蓄
量
が
６
４
６
Ｌ
以
上
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

３
ヶ
月
に
１
回
 

モ
バ
イ
ル
 

設
備
管
理
Ｇ
Ｍ
 

                        

  
⑦
 
適

用
さ

れ
る

原
子

炉
の

状
態

に
お

け
る

確
認

事
項

を
記

載
す

る
。
（

保
安

規
定

変
更

に
係

る
基

本
方

針

４
．
２
）

 
ａ
．
性
能
確
認
（
機
能
・
性
能
が
満
足
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
。）

 
項
目
１
が
該
当
。

 
「

保
安

規
定

変
更

に
係

る
基
本

方
針

」
の

可
搬

型
重

大
事
故

等
対

処
設

備
の

サ
ー

ベ
ラ
ン

ス
頻
度

の
考
え
方
に
基
づ
き
１
年
に
１
回
，
性
能
確
認
を
実
施
す
る
。

 
 

確
認
す
る
吐
出
圧
力
及
び
流
量
は
，
工
事
計
画
認
可
申
請
書
の
記
載
に
基
づ
き
設
定
す
る
。

 
（
添
付
－
２
）

 
 ｂ
．
動
作
確
認
（
運
転
上
の
制
限
を
満
足
し
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
に
確
認
す
る
。
）

 
項
目
２
，
３
，
４
，
５
が
該
当
。

 
「
保
安
規
定
変
更
に
係
る
基
本
方
針
」
の
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
の
サ
ー
ベ
ラ
ン
ス
頻
度
の

考
え
方
に
基
づ
き
３
ヶ
月
に
１
回
，
動
作
可
能
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

 
 

確
認
す
る
備
蓄
量
は
，
工
事
計
画
認
可
申
請
書
の
記
載
に
基
づ
き
設
定
す
る
。
（
添
付
－
２
）

 
                            

                                        

枠
囲
み
の
内
容
は
機
密
事
項
に
属
し
ま
す
の
で
公
開
で
き
ま
せ
ん
。
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t1114511
四角形

t1114511
四角形

t1114511
四角形



 

保
安
規
定
 
第
６
６
条
 
条
文

 
記
載
の
説
明

 
備

考
 

 （
３
）
要
求
さ
れ
る
措
置
 

適
用
さ
れ
る
 

原
子

炉
 

の
状

態
 

条
 
件
 
⑧
 

要
求
さ
れ
る
措
置
 
⑨
 

完
了
時
間
 

運
 
 
転
 

起
 
 
動
 

高
温
停
止
 

Ａ
．
原
子
炉
建
屋
放

水
設
備
が
動
作

不
能
の
場
合
 

Ａ
１
．
当
直
長
は
，
残
留
熱
除
去
系
１
系
列
を
起
動

し
,
動

作
可

能
で

あ
る
こ

と
を
確

認
す
る

※
３

と
と
も
に
，
そ
の
他
の
設
備

※
４
が
動
作
可
能

で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

及
び
 

Ａ
２
．
当
直
長
は
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
が
オ
ー

バ
ー
フ
ロ
ー
水
位
付
近
に
あ
る
こ
と
及
び
水
温

が
６
５
℃
以
下
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

及
び
 

Ａ
３
．
当
直
長
は
，
代
替
措
置

※
５
を
検
討
し
，
原
子

炉
主
任
技
術
者
の
確
認
を
得
て
実
施
す
る
。
 

及
び
 

Ａ
４
．
当
直
長
は
，
当
該
系
統
を
動
作
可
能
な
状
態

に
復
旧
す
る
。
 

速
や
か
に
 

    

速
や
か
に
 

   

３
日
間
 

  

１
０
日
間
 

Ｂ
．
条
件
Ａ
で
要
求

さ
れ
る
措
置
を

完
了
時
間
内
に

達
成
で
き
な
い

場
合
 

Ｂ
１
．
当
直
長
は
，
高
温
停
止
に
す
る
。
 

及
び
 

Ｂ
２
．
当
直
長
は
，
冷
温
停
止
に
す
る
。
 

２
４
時
間
 

 

３
６
時
間
 

冷
温
停
止
 

燃
料
交
換
 

Ａ
．
原
子
炉
建
屋
放

水
設

備
が

動
作

不
能
の
場
合
 

Ａ
１
．
当
直
長
は
，
当
該
系
統
を
動
作
可
能
な
状
態
に
復

旧
す
る
措
置
を
開
始
す
る
。
 

及
び
 

Ａ
２
．
当
直
長
は
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
が
オ
ー

バ
ー
フ
ロ
ー
水
位
付
近
に
あ
る
こ
と
及
び
水
温

が
６
５
℃
以
下
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

及
び
 

Ａ
３
．
当
直
長
は
，
代
替
措
置

※
５
を
検
討
し
，
原
子

炉
主
任
技
術
者
の
確
認
を
得
て
実
施
す
る
。
 

速
や
か
に
 

  

速
や
か
に
 

   

速
や
か
に
 

※
３

：
運
転
中
の
ポ
ン
プ
に
つ
い
て
は

，
運
転
状
態
に
よ
り
確
認
す
る
。

 
※
４
：
残
り
の
残
留
熱
除
去
系
２
系
列
を
い
い
，
至
近
の
記
録
等
に
よ
り
動
作
可
能
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す

る
。

 
※

５
：
代
替
品
の
補
充
等
を
い
う
。
 

  
⑧
 
運
転
上
の
制
限
を
満
足
し
な
い
条
件
を
記
載
す
る
。

 
原
子
炉
建
屋
放
水
設
備
は
，
１
Ｎ
要
求
設
備
で
あ
る
た
め
，
動
作
可
能
な
設
備
が
１
Ｎ
未
満
と
な
っ
た
場

合
を
条
件
と
し
て
記
載
す
る
。

 
 

⑨
 
要
求
さ
れ
る
措
置
に
つ
い
て
記
載
す
る
。（

保
安
規
定
変
更
に
係
る
基
本
方
針
４
．
３
（
２
）
，
（
３
））

 
 【
運
転
，
起
動
及
び
高
温
停
止
】

 
Ａ
１
．，

Ａ
２
．
重
大
事
故
等
対
処
設
備
が
動
作
不
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
対
応
す
る
設
計
基
準
事
故
対

処
設
備
が
動

作
可
能
で

あ
る
こ

と
を
確
認

す
る
こ
と

が
基
本

的
な
考
え

方
で
あ
る

が
，

原
子
炉

建
屋
放
水
設

備
は
緩
和

設
備
の

た
め
，
設

計
基
準
事

故
対
処

設
備
に
該

当
す
る
も

の
が
な

い
。

こ
の
た
め
，

当
該

設
備

に
期
待

す
る
機
能

で
あ
る
「

炉
心
の

著
し
い
損

傷
及
び

原
子
炉
格

納
容

器
の
破
損
又

は
使
用
済

燃
料
プ

ー
ル
内
の

燃
料
集
合

体
等
の

著
し
い
損

傷
に
至
っ

た
場
合

に
お

い
て
工
場
等

外
へ
の
放

射
性
物

質
の
拡
散

を
抑
制
す

る
」
こ

と
の
前
段

階
で
あ
る

原
子
炉

格
納

容
器
破
損
防

止
及
び

使
用
済
燃

料
プ
ー
ル

の
健
全
性

確
保
の

観
点
で
最

も
実
効
的

な
設
計

基
準

事
故
対
処
設

備
を
確
認

対
象
と

し
て
選
定

す
る
こ
と

と
し
，

具
体
的
に

は
残
留
熱

除
去
系

（
低

圧
注
水
モ
ー
ド
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
モ
ー
ド
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
冷
却
モ
ー
ド
）
が
動

作
可
能
で
あ

る
こ
と
，

使
用
済

燃
料
プ
ー

ル
の

水
位

及
び
水

温
が
保
安

規
定
第

５
５
条
（

使
用

済
燃
料
プ
ー

ル
の
水
位

及
び
水

温
）
に
定

め
ら
れ
て

い
る
制

限
値
を
満

足
し
て
い

る
こ
と

を
確

認
す
る
。
完
了
時
間
は
“
速
や
か
に
”
と
す
る
。

 
 

Ａ
３

．
当
該
系
統

の
機
能
を
補
完

す
る
代
替
措

置
を
検
討
し
，

原
子
炉
主
任

技
術
者
の
確
認

を
得
て
実

施
す
る
。
完
了
時
間
は
設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
が
動
作
可
能
で
あ
る
場
合
の
Ａ
Ｏ
Ｔ
上
限
（
１

Ｎ
未
満
）
で
あ
る
「
３
日
間
」
と
す
る
。

 
 

Ａ
４

．
当
該
系
統

を
動
作
可
能
な

状
態
に
復
旧

す
る
。
完
了
時

間
は
代
替
措

置
を
実
施
し
た

場
合
の

Ａ

Ｏ
Ｔ
上
限
の
「
１
０
日
間
」
と
す
る
。

 
 

Ｂ
１
．，

Ｂ
２
．
既
保
安
規
定
と
同
様
の
設
定
と
す
る
。

 
 

【
冷
温
停
止
及
び
燃
料
交
換
】

 
Ａ
１
．
当
該
系
統
を
動
作
可
能
な
状
態
に
復
旧
す
る
措
置
を
“
速
や
か
に
”
開
始
す
る
。

 
 Ａ

２
．【

運
転
，
起
動
及
び
高
温
停
止
】
に
お
け
る
Ａ
２
．
と
同
様
。

 た
だ
し
，
冷
温
停
止
及
び
燃
料
交

換
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
完
了
時
間
は
“
速
や
か
に
”
と
す
る
。

 
 Ａ
３
．【

運
転
，
起
動
及
び
高
温
停
止
】
に
お
け
る
Ａ
３
．
と
同
様
。
た
だ
し
，
冷
温
停
止
及
び
燃
料
交

換
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
完
了
時
間
は
“
速
や
か
に
”
と
す
る
。
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1.12-32 

 

 

 

第 1.12.1 図 大気への放射性物質の拡散抑制手順の概要図 

 

 

第 1.12.2 図 大気への放射性物質の拡散抑制 タイムチャート 

 

原子炉建屋

使用済燃料プール

原子炉

格納容器
格納容器破損箇所

炉心の著しい損傷

燃料体の著しい損傷

放水砲

大容量送水車

（原子炉建屋放水設備用） 海水

（5号炉原子炉建屋内緊急時対策所から荒浜側高台保管場所までの移動）

高台保管場所から現場への車両運搬

ホース敷設

（大容量送水車～放水砲へのホース敷設）

（5号炉原子炉建屋内緊急時対策所から荒浜側高台保管場所までの移動）

資機材積み込み，高台保管場所から現場への車両運搬，

放水砲の配置，エルボ･ブリッジ運搬配置他

水張り

送水ポンプ起動・スプレイ開始

(要員8名のうち5名で拡散抑制実施)

備考

手順の項目 要員（数）

経過時間（分）

大容量送水車（原
子炉建屋放水設備
用）及び放水砲によ

る大気への放射性
物質の拡散抑制

緊急時対策要員

6

※大湊側高台保管場所への移動は、20分と
想定する。

※ホース敷設距離により作業時間が異なる。
350m以内（南ルート～7号炉）
ホース敷設25分
スプレイ開始130分

700m以内（南ルート～6号炉）
ホース敷設50分
スプレイ開始160分

1,050m以内（北ルート～6号及び7号炉）
ホース敷設75分
スプレイ開始190分

2

5

取水ポンプ設置

大容量送水準備付随作業

移動

移動

20 40 60 80 100 120

大気への放射性物質の拡散抑制
130分

140

添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
66-10-1の範囲
赤枠にて示す 
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1.12-38 

 

 

化学消防自動車による泡消火の例 

 

 
大型化学高所放水車による泡消火の例 

 

 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）による泡消火 

 

第 1.12.11 図 航空機燃料火災への対応の概要図 

  

化学消防自動車防火水槽

等の水利

水槽付消防ポンプ自動車
海水

化学消防自動車

泡消火薬剤備蓄車

水槽付消防ポンプ自動車
海水

化学消防自動車

泡消火薬剤備蓄車

水槽付消防ポンプ自動車
海水

化学消防自動車

泡消火薬剤備蓄車

水槽付消防ポンプ自動車
海水

化学消防自動車

泡消火薬剤備蓄車

大型化学高所放水車
防火水槽等の水利

も使用可能

添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１66-10-1の範囲
赤枠にて示す 
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着材，汚濁防止膜及び小型船舶（汚濁防止膜設置用）は，原子炉建屋，タ

ービン建屋及び廃棄物処理建屋から離れた屋外に保管する。 

 

9.7.2.2  悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

原子炉建屋放水設備又は海洋拡散抑制設備である大容量送水車（原子炉

建屋放水設備用），放水砲，泡原液混合装置，泡原液搬送車，放射性物質吸

着材，汚濁防止膜及び小型船舶（汚濁防止膜設置用）は，他の設備から独

立して保管及び使用することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。なお，放射性物質吸着材は，透過性を考慮した設計とすることで，雨

水排水路集水桝等からの溢水により他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。また，仮に閉塞した場合においても，放射性物質吸着材の吊り上げ

等によって流路を確保することができる設計とする。 

放水砲は，放水砲の使用を想定する重大事故等時において必要となる屋

外の他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。  

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用），放水砲及び泡原液搬送車は，治

具や輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）は，飛散物となって他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

9.7.2.3  容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

原子炉建屋放水設備である大容量送水車（原子炉建屋放水設備用），放水

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 
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712

令和2年6月24日　TS25 差し替え版

t1260165
四角形
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下線
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下線
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砲，泡原液混合装置及び泡原液搬送車は，想定される重大事故等時におい

て，大気への放射性物質の拡散抑制又は航空機燃料火災への対応に対し

て，1 台で複数号炉に放水するため，移動等ができる設計とし，放水砲によ

る直状放射により原子炉建屋の最高点である屋上に放水又は噴霧放射によ

り広範囲に放水するために必要な容量を有するものを 6 号及び 7 号炉共用

で 1 セット 1 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 1 台に

加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1

台（6号及び 7号炉共用）の合計 2台を保管する。 

海洋拡散抑制設備である放射性物質吸着材は，想定される重大事故等時

において，6 号及び 7 号炉の雨水排水路集水桝並びに 6 号及び 7 号炉の雨水

排水路から汚染水が溢れた場合の代替排水路となる 5 号炉の雨水排水路集

水桝及びフラップゲート入口 3 箇所の計 6 箇所に設置する。保有数は，各

設置場所に対して 1式を保管する。 

海洋拡散抑制設備である汚濁防止膜は，想定される重大事故等時におい

て，海洋への放射性物質の拡散を抑制するため，設置場所に応じた高さ及

び幅を有する設計とする。保有数は，各設置場所の幅に応じて必要な本数

を 2 組（6 号及び 7 号炉共用）に加えて，故障時及び保守点検による待機除

外時のバックアップ用として各設置場所に対して 2 本（6 号及び 7 号炉共

用）を保管する。 

海洋拡散抑制設備である小型船舶（汚濁防止膜設置用）は，想定される

重大事故等時において，設置場所に汚濁防止膜を設置するために対応でき

る容量として，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 1 台使用する。保有数は，6

号及び 7 号炉共用で 1 セット 1 台に加えて，故障時及び保守点検による待

機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び 7 号炉共用）の合計 2 台を

保管する。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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第 9.7－1 表 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備の主要 

機器仕様 

 

(1) 原子炉建屋放水設備 

a. 大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・使用済燃料プールの冷却等のための設備 

台  数     1（予備 1） 

容  量     900m3/h 

吐出圧力     1.25MPa[gage] 

b. 放水砲（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・使用済燃料プールの冷却等のための設備 

台  数     1（予備 1） 

c. 泡原液混合装置（6号及び 7号炉共用） 

台  数     1（予備 1） 

d. 泡原液搬送車（6号及び 7号炉共用） 

台  数     1（予備 1） 

容  量     4,000L 

(2) 海洋拡散抑制設備 

a. 放射性物質吸着材（6号及び 7号炉共用） 

(a) 6 号及び 7号炉雨水排水路集水桝用 

個  数    1 式/箇所 

(b) 5 号雨水排水路集水桝用及びフラップゲート入口用 

個  数    1 式/箇所 

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 
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2.3.5 原子炉建屋放水設備   

  (1) ポンプ  

名 称 大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）（6,7 号機共用） 

容 量 m3/h/個 

吐 出 圧 力  MPa  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

原動機出力  kW/個  

個 数 ― 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

 重大事故等時に核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設のうち使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備（原

子炉建屋放水設備）として使用する大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）は，以下の機能を有

する。 

 

 大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は

貯蔵槽内燃料等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために設置する。 

 系統構成は，大気への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設備として使用する

場合においては，大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）により海水をホースを経由して放水砲

から原子炉建屋へ放水できる設計とする。放水砲は，設置場所を任意に設定し，複数の方向から

原子炉建屋に向けて放水できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備（原子炉建屋放水設備）

で使用する大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）は，以下の機能を有する。 

 

 大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は

貯蔵槽内燃料等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために設置する。 

系統構成は，大気への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設備として使用する

場合においては，大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）により海水をホースを経由して放水砲

から原子炉建屋へ放水できる設計とする。また，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空

機燃料火災に対応するための重大事故等対処設備として使用する場合においては，大容量送水車

（原子炉建屋放水設備用）及び泡原液混合装置により海水と泡消火薬剤を混合しながら，ホース

を経由して放水砲から原子炉建屋周辺へ放水できる設計とする。放水砲は，設置場所を任意に設

容量設定根拠
関連箇所を下線にて示す

添付-2-(3) 工事計画認可申請書

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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定し，複数の方向から原子炉建屋に向けて放水できる設計とする。 

 

1. 容量 

  大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）を重大事故等時において使用する場合の容量は，原

子炉建屋屋上へ放水できる容量を基に設定する。 

大気への放射性物質の拡散を抑制するために必要となる大容量送水車（原子炉建屋放水設備

用）の容量は，    m3/h で放水することにより原子炉建屋屋上へ網羅的な放水が可能であるこ

とを確認している。また，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応す

るために必要となる大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）の容量についても，    m3/h で放

水することにより原子炉建屋屋上へ網羅的な放水が可能であることを確認している。 

以上より，大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）の容量は，    m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，要求される容量以上である    m3/h/個とする。 

 

2. 吐出圧力 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）の吐出圧力は，放水砲吐出端における必要圧力，静

水頭，機器類圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 

 

放水砲吐出端における必要圧力      約       MPa 

静水頭                 約       MPa 

機器類圧損               約       MPa 

配管・ホース及び弁類圧損        約       MPa 

   合 計      約       MPa 

 

  以上より，大容量送水車の吐出圧力は     MPa 以上とする。 

 

公称値については，要求される吐出圧力以上である     MPa とする。 

 

3. 最高使用圧力 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，当

該ポンプの供給ラインの仕様を踏まえポンプ吐出圧力を電気的に     MPa に制限することか

ら，その制限値である    MPa とする。 

 

4. 最高使用温度 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）を重大事故等時において使用する場合の温度は，重

添付-2-(3) 工事計画認可申請書

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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大事故等対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において使用してい

る海水の温度 30℃を上回る  ℃とする。 

 

5. 原動機出力 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）の原動機出力は，定格流量である 1500m3/h 時の軸動

力を基に設定する。 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）の流量が 1500m3/h，吐出圧力が 1.2MPa，その時の当

該ポンプの必要軸動力は 602kW となる。 

以上より，大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）の原動機出力は  kW/個とする。 

  

6. 個数 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）（原動機含む）は,重大事故等対処設備として海水を

ホースを経由して放水砲から原子炉建屋へ放水するために必要な個数である6,7号機で1セッ

ト 1 個並びに故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備 1個（原子炉

冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の大容量送水車（熱交換器

ユニット用）の予備 1 個を，原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子

炉格納容器安全設備（原子炉建屋放水設備）の大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）の予備

として兼用）を分散して保管する。 
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2.7 泡消火薬剤 

名  称 泡消火薬剤（6,7 号機共用） 

容 量 L 1292 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全設備（原子炉建屋放水設備）として使用する泡消火薬剤は，以下の機能を有する。 

 

泡消火薬剤は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損

傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために設置する。 

系統構成は，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応するために，大

容量送水車（原子炉建屋放水設備用）から供給される海水及び泡原液搬送車内の泡消火薬剤を泡

原液混合装置により混合しながら，ホースを経由して放水砲から原子炉建屋周辺へ放水できる設

計とする。 

 

1. 容量 

泡消火薬剤の容量は，空港に配備されるべき防災レベル等について記載されている，国際民

間航空機関（ICAO）発行の空港業務マニュアル（第１部）（以下，「空港業務マニュアル」とい

う。）を基に設定する。 

設定に当たっては，空港業務マニュアルで離発着機の大きさにより空港カテゴリーが定めら

れており，最大であるカテゴリー10 を適用する。また，保有している泡消火薬剤は，1%水成膜

泡消火薬剤であり，空港業務マニュアルでは性能レベル Bに該当する。 

空港カテゴリー10 かつ性能レベル B の泡消火薬剤に要求される混合溶液の放射量は

11200L/min であり，発泡に必要な水の量は 32300L である。 

必要な泡消火薬剤は，32300L×1％＝323L に対して，空港業務マニュアルでは 2倍の量 323L

×2＝646L を保有することが規定されている。 

以上より，泡消火薬剤の保有量は，必要保有量 646L 及び故障時の予備用として 646L の計

1292L を保管する。 
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保安規定第６６条 

表６６－１５「監視測定設備」 

６６－１５－１「監視測定設備」 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

（２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

66-15-1　1/9
994

令和2年6月24日　TS25 差し替え版



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－１５ 監視測定設備 

 

６６－１５－１ 監視測定設備 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

監視測定設備 所要数が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤  所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

ＧＭ汚染サーベイメータ ２台※１ 

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ ２台※１ 

ＺｎＳシンチレーションサーベイメータ １台※１ 

電離箱サーベイメータ ２台※１ 

可搬型ダスト・よう素サンプラ ２台※１ 

可搬型モニタリングポスト※２ １５台 

モニタリングポスト用発電機 ３台 

可搬型気象観測装置※２ １台 

小型船舶（海上モニタリング用） １台 

※１：５号炉原子炉建屋内緊急時対策所あたりの合計所要数。 
※２：データ処理装置を含む。 

 
 
 
 
 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第六十条（１．１７）が該当する。 

 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器 

 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，監視測定設備の所要数が動作可

能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第六十条（１．１７） 

   「監視測定設備（手順等）」として，重大事故等が発生した場合に発電所及びその周辺

（周辺海域を含む）において，発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及

び放射線量を監視，測定し，その結果を記録できる設備を設ける（手順等を定める）

こと。 
 

④ 監視測定設備は，重大事故等が発生した場合に発電所及びその周辺において，発電所か

ら放出される放射性物質の濃度及び放射線量等の監視・測定・記録に必要な設備であり，

重大事故等が発生する可能性のある原子炉の状態において待機が必要な設備であること

から，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換」と

する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 

⑤ ②に含まれる設備 
 

⑥ 監視測定設備は１Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備であることから，監視に必要な台

数を所要数とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－１） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．所要数の可搬型ダスト・よう素サンプラの機能確認を実施

する。 
１年に１回 放射線安全ＧＭ 

２．所要数の可搬型ダスト・よう素サンプラが動作可能である

ことを確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

３．所要数のＮａＩシンチレーションサーベイメータの機

能確認を実施する。 
１年に１回 放射線安全ＧＭ 

４．所要数のＮａＩシンチレーションサーベイメータが動

作可能であることを確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

５．所要数のＧＭ汚染サーベイメータの機能確認を実施する。 １年に１回 放射線安全ＧＭ 

６．所要数のＧＭ汚染サーベイメータが動作可能であることを

確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

７．所要数の電離箱サーベイメータの機能確認を実施する。 １年に１回 放射線安全ＧＭ 

８．所要数の電離箱サーベイメータが動作可能であることを

確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

９．所要数のＺｎＳシンチレーションサーベイメータの機

能確認を実施する。 
１年に１回 放射線安全ＧＭ 

10．所要数のＺｎＳシンチレーションサーベイメータが動 

作可能であることを確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

11．所要数の可搬型モニタリングポストの機能確認を実施す

る。 
１年に１回 放射線安全ＧＭ 

12．所要数の可搬型モニタリングポストが動作可能であること 

を確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

13．所要数の小型船舶（海上モニタリング用）が使用可能で 

あることを確認する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

14．所要数の可搬型気象観測装置の機能確認を実施する。 １年に１回 放射線安全ＧＭ 

15．所要数の可搬型気象観測装置が動作可能であることを確認 

する。 
３ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

16．所要数のモニタリングポスト用発電機の機能確認を実施す 

る。 
１年に１回 放射線安全ＧＭ 

17．所要数のモニタリングポスト用発電機が動作可能であるこ 

とを確認する。 
１ヶ月に１回 放射線安全ＧＭ 

 

 

 

 

 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針

４．２） 
 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
  項目１，３，５，７，９，１１，１４，１６が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度

の考え方に基づき１年に１回，性能確認を実施する。 
 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目２，４，６，８，１０，１２，１３，１５，１７が該当。 
項目２，４，６，８，１０，１２，１５については，「保安規定変更に係る基本方針」

の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に基づき，３ヶ月に１回，

電源を入れ指示値に異常が無いこと等により動作可能であることを確認する。 

項目１３の小型船舶（海上モニタリング用）については，３ヶ月に１回の外観点検等

により，必要な機能を満足していることを確認する。 

項目１７の頻度については，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，

１ヶ月に１回とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

（３）要求される措置 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ａ．動作可能な監視

測定設備が所

要数を満足して

いない場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※３を検討し，原子炉主任技術

者の確認を得て実施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

※３：代替品の補充等をいう。 

 

 
⑧ 運転上の制限を満足しない場合の条件を記載する。 

監視測定設備は，１Ｎ要求設備であるため，所要数が１Ｎ未満になった場合を条件とし

て記載する。 
 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 
 
Ａ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。保安規定第

１０２条（放射線計測器類の管理）において，「故障等により使用不能となった場

合は，修理又は代替品を補充する。」としていることから，この考え方を準用し，

“速やかに”動作可能な状態に復旧する措置を開始する。 
 
Ａ２．当該設備の機能を補完する代替措置を検討し，原子炉主任技術者の確認を得て“速

やかに”実施する。 
保安規定第１０２条（放射線計測器類の管理）において，「故障等により使用不能

となった場合は，修理又は代替品を補充する。」としていることから，この考え方

を準用し，”速やかに”代替措置を原子炉主任技術者の確認を得て実施する。 
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8.1.2.2.2  悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

可搬型モニタリングポスト，可搬型放射線計測器，小型船舶（海上モニ

タリング用）及び可搬型気象観測装置は，他の設備から独立して単独で使

用可能とし，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

モニタリング・ポスト用発電機は，通常時は遮断器により切り離し，重

大事故等時に遮断器を投入することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

 

8.1.2.2.3  共用の禁止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

モニタリング・ポスト用発電機は，モニタリング・ポストに給電する設

備であるため，モニタリング・ポストと同様に 6 号及び 7 号炉で共用する

ことで，操作に必要な時間及び要員を減少させて安全性の向上を図る設計

とする。 

 

8.1.2.2.4  容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

可搬型モニタリングポスト及び可搬型放射線計測器は，炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損が発生した場合に放出されると予想される放

射性物質の濃度及び放射線量を測定できるよう，「発電用軽水型原子炉施設

における事故時の放射線計測に関する審査指針」に定める測定上限値を満

足する設計とする。 

所要数・必要容量
関連箇所を下線で示す 
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可搬型モニタリングポストの保有数は，6 号及び 7 号炉共用で，モニタリ

ング・ポストの機能喪失時の代替としての 9 台，発電所海側等での監視・

測定のための 5 台，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の加圧判断用としての

1 台と故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台

（6号及び 7号炉共用）を保管する。 

可搬型放射線計測器のうち可搬型ダスト・よう素サンプラ，NaI シンチレ

ーションサーベイメータ，GM 汚染サーベイメータ及び電離箱サーベイメー

タの保有数は，放射能観測車の代替並びに発電所及びその周辺（発電所の

周辺海域を含む。）において発電用原子炉施設から放出される放射性物質の

濃度及び放射線量を測定し得る十分な個数として，6 号及び 7 号炉共用で 2

台と故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台（6

号及び 7 号炉共用）を保管する。可搬型放射線計測器のうち ZnS シンチレ

ーションサーベイメータの保有数は，発電所及びその周辺（発電所の周辺

海域を含む。）において発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度

を測定し得る十分な個数として，6 号及び 7 号炉共用で 1 台と故障時及び保

守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び 7 号炉共

用）を保管する。 

小型船舶（海上モニタリング用）は，発電所の周辺海域において，発電

用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量の測定を行う

ために必要な設備及び要員を積載し得る十分な個数として，6 号及び 7 号炉

共用で 1 台と故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用とし

て 1台（6号及び 7号炉共用）を保管する。 

可搬型気象観測装置は，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指

針」に定める観測項目を測定できる設計とする。 

可搬型気象観測装置の保有数は，気象観測設備が機能喪失しても代替し
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得る十分な個数として，6 号及び 7 号炉共用で 1 台と故障時及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び 7 号炉共用）を保管

する。 

モニタリング・ポスト用発電機は，常用所内電源復旧までの期間，モニ

タリング・ポスト 3 台に必要な電力を供給できる容量を有するものを 6 号

及び 7号炉共用で 3台設置する設計とする。 

可搬型モニタリングポスト，可搬型ダスト・よう素サンプラ，NaI シンチ

レーションサーベイメータ，GM 汚染サーベイメータ，ZnS シンチレーショ

ンサーベイメータ，電離箱サーベイメータ及び可搬型気象観測装置の電源

は，蓄電池又は乾電池を使用し，予備品と交換することで，重大事故等時

の必要な期間測定できる設計とする。 

 

8.1.2.2.5  環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

可搬型モニタリングポストは，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内及び屋

外に保管し，並びに屋外に設置し，想定される重大事故等時における環境

条件を考慮した設計とする。可搬型モニタリングポストの操作は，重大事

故等時において設置場所で可能な設計とする。 

可搬型放射線計測器は，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に保管し，及

び屋内又は屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。可搬型放射線計測器の操作は，重大事故等時において

使用場所で可能な設計とする。 

小型船舶（海上モニタリング用）は，屋外に保管し，及び屋外で使用

し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。ま

た，小型船舶（海上モニタリング用）は，海で使用するため，耐腐食性材
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第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故等時）の主要機器仕様 

 

(1) 環境モニタリング設備 

a. 固定式モニタリング設備 

(a) モニタリング・ポスト用発電機（6号及び 7号炉共用） 

ディーゼルエンジン 

個  数    3 

使用燃料    軽油 

発電機 

種  類    3 相同期発電機 

容  量    約 40kVA/台 

力  率    0.8 

電  圧    460V 

周 波 数    50Hz 

b. 移動式モニタリング設備 

(a) 可搬型モニタリングポスト（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

種  類    NaI（Tl）シンチレーション 

半導体 

計測範囲    10～109nGy/h 

個  数    15（予備 1） 

伝送方法    無線 

設備仕様
関連箇所を赤枠で示す 
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(b) 可搬型放射線計測器（6号及び 7号炉共用） 

(b-1) 可搬型ダスト・よう素サンプラ 

個  数    2（予備 1） 

(b-2) NaI シンチレーションサーベイメータ 

種  類    NaI（Tl）シンチレーション 

計測範囲    0.1～30μGy/h 

個  数    2（予備 1） 

(b-3) GM 汚染サーベイメータ 

種  類    GM 管 

計測範囲    0～100kmin-1 

個  数    2（予備 1） 

(b-4) ZnS シンチレーションサーベイメータ 

種  類    ZnS（Ag）シンチレーション 

計測範囲    0～100kmin-1 

個  数    1（予備 1） 

(b-5) 電離箱サーベイメータ 

種  類    電離箱 

計測範囲    0.001～1000mSv/h 

個  数    2（予備 1） 

c. 小型船舶（海上モニタリング用）（6号及び 7号炉共用） 

個  数      1（予備 1） 

d. 可搬型気象観測装置（6号及び 7号炉共用） 

観測項目      風向，風速，日射量，放射収支量，雨量 

個  数      1（予備 1） 

伝送方法      無線 

66-15-1　9/9
1002

令和2年6月24日　TS25 差し替え版

t1260165
四角形


	統合版_66-10-1(公開版）r1.pdfから挿入したしおり
	添付合体　66-10-1（公開版）.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)r1.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	21_添付-2-(1) 添付八(容量等).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	統合版_66-10-1（非公開版）貼り付け用.pdfから挿入したしおり
	添付合体　66-10-1（非公開版）1.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)r1.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	21_添付-2-(1) 添付八(容量等).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守






	00_66-15-1表紙(放射線計測器)r1.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付八(容量等).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	12_添付-1-(2) 添付八(設備仕様).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守





